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（2017）によると，1989 年 9 月 23 日の日経流通新聞（現：日経 MJ）に「コト消費」が使用され，そ



































第 3 節 本論文の構成 
 本論文は，図序-1 のように構成している。概要としては，第 1 章で課題 1「先行研究を
もとに営業概念や営業成績についてレビューし，従来の営業の限界について検討した上で，
具体的な課題を提示する。」へと取り組む。この課題 1 で整理・検討した内容に基づいて，
第 2 章，第 3 章で課題 2「従来の営業の課題に対して，それを解決するための枠組みにつ
いて検討する。その上で営業活動の理論的フレームワークを示し，営業活動を展開する上
での理論的課題を導出する。」へと取り組み，新たな理論的課題を導出する。そして，第 4













































































第 1 章 営業研究の検討 
第 1 節 営業概念 


























                                                     






















































































   （注）販売が商談の現場を焦点とした活動であるのに対して，営業は時間軸的にも 
      活動範囲のうえでも商談現場を超えた広がりをもっている。 
出所：細井・松尾（2004），129 頁。 
図 1-1 営業と販売 
 









疇が 限定 され ，マ ーケティ ング 研究 にお いても ，セ ール スは単な る販 売， 即ち セリン グ
（selling）と捉えられてきた。伝統的マーケティング研究のマーケティング・ミックス，


























































                                                     








   
出所：恩蔵（1995），135 頁。 





















































図 1-4 4 つの営業類型 
 
買い手のニーズ状況

























































第 3 節 B to C 営業と B to B 営業 
 企業と顧客の取引関係は，対象顧客によって 2 種類に大別できる，最終消費者と直接取
引をする B to C（Business to Consumer：企業対消費者）と，企業間取引の B to B （Business 
to Business：企業対企業）である。B to C の領域では，最終消費者に向けた製品やサービ
ス，そしてそれらをどのような流通チャネルによって最終消費者に提供するかといったプ
ロセスが注目される。伝統的マーケティング研究は，かつて B to C の領域で発展してきた
経緯があり，4P の枠組みによって最終消費者に購入してもらうための企業活動が研究さ
れてきた。一方で，B to B の領域では，顧客となる企業の業務遂行や商品生産のために製
品やサービスを提供する。その商品の分類は，原材料から部品，設備，情報システム，サ
ービスまで多岐に及ぶ。したがって，顧客となる企業が最終消費者へと何を提供するのか，
そのために何が課題となるのかを把握する必要もある。B to B の領域では，最終消費者と
の取引がなかったとしても，顧客企業の先にある B to C の領域に無関心では顧客企業が自
社に何を求めているかを把握することができない。 
 Pacenti（1998）は，B to C と B to B で対象とする顧客の違いから，購買動機が異なっ
てくることを指摘 10している。Pacenti によると，B to C の場合，最終消費者は製品のデザ





B to C とＢto B のマーケティングにおける相違点を顧客と 4Ｐの視点から明示している
（表 1-1）。これらに示された多くの相違点からは，顧客が最終消費者なのか，それとも企
業なのかで実践するべきマーケティング活動は大きく異なることが分かる。 
 また，表 1-1 において営業という枠組みで注目したいのは，販売活動における売り手の
                                                     
10 Pacenti（1998）は B to C と B to B の顧客の購買動機の違いから，マーケティングにおける相違点
を「B to C マーケティングでは，一般消費者の嗜好をはじめとする感情的な購買動機に重点が置かれ
る（訳書 27 頁）」，「B to B マーケティングでは，顧客企業の意思決定に関連する理性や，製品・サー
ビスの合理性（機能性）に重点が置かれる（訳書 27 頁）」と定義している。  
17 
 






場に向けて販売されるコモディティ商品に関する B to C であるといえる。 
 
表 1-1 B to B マーケティングと B to C マーケティングの違い 
 B to C マーケティング B to B マーケティング 
顧 客  
人数  多い  少ない  
顧客との関係  普通（ターゲット・グループ） 1 対 1 の関係で特別  
個人についての重要性  低い  高い  
企業と顧客の関係  普通は不在  存在する  
製 品  
製品・サービス面から見た  
ニーズと満足度  
個人的なニーズ  組織上・ビジネス上のニーズ  
製品のカスタマイズのレ
ベル  
スタンダード製品  顧客に合わせてカスタマイズ  





価 格  
製品やサービスの価格  重要  基本的に重要  
販売活動  
組織  数多い  集中している  
売り手のプロフィール  店員  技術者，営業担当者  
交渉期間  短期間  長期間  
流 通  
流通チャネル  大きな流通チャネル  各自の流通チャネル  
宣 伝  
重要性  基本的  2 次的  
製品やサービスの知名度  基本的  重要  





出所：Pacenti, G, C.（1998），訳書 29 頁。 
                                                     








業や担当者に関する情報の共有が必要といえる。しかし，実際には B to B 市場で扱う商品
は多岐にわたり，それぞれ特質が異なる。そのことから，余田はビジネス財の分類を，設
備用機器，業務用消耗品，用度品，加工材料部品，原材料，業務サービスの 6 つに大別し，




また，余田（2011）は，B to B の枠組みにおいてビジネス財固有の 2 つの特徴を認識す
る必要があるという。1 つ目は，先にも触れた「組織的に行われる意思決定」である。彼
によると顧客企業の購買に関わるメンバーは，それぞれが異なる役割を果たしており，購
買ステージによって主役が変化する。即ち，B to C のように個人が自身の責任において購
買を決定することは，ほとんどないということである。顧客企業の複数の担当者が，性能
や価格，企業との関係性などの様々な側面から判断を下すことになる。この点が，法人営
業や B to B マーケティングの難しさといえる。担当者レベルでの合意が，そのまま契約に
直結するとは限らないのである。契約内容や条件の変更，時には顧客企業内での稟議に際













表 1-2 ビジネス財の製品類型とマーケティング施策 
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第 4 節 技術革新が企業活動に及ぼす影響 
 近年，インダストリー4.0 へ向けて新技術の実装が加速している。従来，企業活動におい




































                                                     























第 5 節 営業成績に関する議論 











16 Amazon Go や株式会社トライアルホールディングスが運営する実店舗 TRIAL Quick などが代表例
である。  

























                                                     
18 松尾・細井・吉野・楠見（1999）によると，営業経験 3 年未満を新人群，3 年から 9 年を中堅群，
10 年以上をベテラン群と類別している。  
19 調査対象者は大手国産自動車メーカー系列の販売会社 3 社に勤務する営業担当者。  









































































                                                     











図 1-6 営業力 3 特性モデル 
 



































検討をしていくこととする。   
                                                     
25 例えば，金（1995），清水（2008），那須（2015）などの研究が挙げられる。  
27 
 
第 2 章 価値共創概念の検討 







































図 2-1 営業担当者と顧客との相互作用による価値の上昇 
 
第 2 節 相互作用に関する議論 
 顧客との関係性や企業と顧客との相互作用に関する議論は，特にマーケティング研究に
おいて蓄積が進んでいる。企業と顧客との⾧期的な関係性に焦点を当てた関係性マーケテ
ィングの研究は 1980 年代後半から，1990 年代にかけて盛んに議論されてきた。その背景
には，市場の成熟化 26によって製品の差別化が困難となったことが挙げられる。それによ
り，企業は新規顧客の獲得が困難となった結果，顧客との⾧期的な関係性が注目され，特




                                                     






































て，当然のことながら営業担当者も Grönroos の示す接客従業員に該当する。 
 
出所：Grönroos, C.（1990），ｐ.208. 










                                                     






























                                                     



































































































                                                     
31 文脈価値(value in context)とは，顧客が製品の使用やサービスの消費を通じて，顧客自身の文脈に





























識する主体の議論が S-D ロジックの枠組みでも言及されているので後述したい。 
 






































                                                     








Schmitt, B. H.は，経験価値マーケティングが 5 つのタイプの経験価値によって構成され














































































 機能的価値  意味的価値  
価値創出の主体  製造企業（商品）  製造企業（商品）と顧客の共創  



















                                                     





















方的 な価 値の 提供 はできず ，企 業が でき ること は顧 客へ の価値提 案で ある と主 張した 。













第 1 項 価値共創に関する近年の議論 
Prahalad and Ramaswamy（2002）は，企業と顧客が価値を共同で創造する重要性を指摘
している。彼らは，従来の価値創造と新たな価値創造，即ち価値共創についてそれぞれの









出所：Prahalad and Ramaswamy（2004b），訳書 36 頁。 
図 2-6 従来の価値創造を支える発想 
 
 一方，図 2-7 は，価値創造の新たな枠組み，即ち価値共創の枠組みである。価値を捉え










































出所：Prahalad and Ramaswamy（2004b），訳書 38 頁。 

















































機会について Prahalad and Ramaswamy（2002）は，企業と顧客の複数の価値共創の機会
の中に交換前における商品選択の機会や，消費体験の機会なども言及している。したがっ
て，価値に関する議論の関心が交換前から交換後へと移りつつあることを意味している。 





S-D ロジックでは，グッズもサービシィーズ 42 もプロセスとしてのサービス によって包















図 2-8 G-D ロジックの上位概念としての S-D ロジック 
                                                     















































                                                     
43 Vargo and Lusch（2004）は，当初 8 つからなる基本的前提を提示した。その後，2006 年には一部
に修正がなされ，さらに 2008 年に 2 つの基本的前提が追加されたことで，基本的前提は 10 からなる




表 2-2 基本的前提の進展 
 
出所：Vargo and Lusch (2016), p.8. 
 
第 2 項 S-D ロジックと G-D ロジックの比較による価値共創概念の検討 

























































































                                                     
44 効果を生み出すために操作が施される資源。有形であり，機能的に用いられる。  
47 
 
and Lusch，2004, p.5）。 































表 2-3 G-D ロジックと S-D ロジックの対比 
 G-D ロジック  S-D ロジック  
交換されるもの  グッズ（財），サービシィーズ  サービス（プロセス）  
顧客に対する認識  オペラント資源（操作対象者）  オペラント資源（価値共創者）  
価値尺度  交換価値  文脈価値  








製品志向  顧客志向  
交換プロセスの終点  
（企業の目標）  

















                                                     




出所：Lusch and Vargo（2014），訳書 169 頁。 
















ている。図 2-10 は，サービス・エンカウンターや製品の交換といった 1 回の交換における
プロセスが示されているが，文脈価値は製品やサービシィーズの使用によって共創される
ため，文脈価値の共創そのものは 1 度きりの共創ではないと考えられる。したがって，本
                                                     








図 2-10 S-D ロジックのける価値共創と交換プロセスの範囲 
 






ジックについて，Vargo and Lusch の提唱した S-D ロジックとの違いを整理して置く必要
があると考える。 






















媒 体 で は な く ， 顧 客 の 価 値 創 造 プ ロ セ ス の た め の 資 源 の 一 つ と し て 捉 え ら れ て い る
（Grönroos，2006）。したがって繰り返しになるが，同じ「価値共創」という言葉でも，S-
D ロジックにおける価値共創と S ロジックにおける価値共創は，大きく異なる概念といえ
るのである。 































このような価値創造と価値共創について，Grönroos and Voima (2013)は 3 つの領域に


























出所：Grönroos and Voima (2013)，p14. 

















































































































課題を導出していくこととする（課題 2 に該当）。 
 
第 2 節 価値共創の主体と相互作用 
価値共創概念において特に強調されているのが相互作用である。相互作用というからに
は，当然ながら「誰が」相互作用をするのかという主体を明確にしておく必要があると考
える。Vargo and Lusch （2011）は S-D ロジックの価値共創議論の中で，価値共創の主体
をアクターと捉えることで企業と顧客とに限定せずに，価値共創が A to A（Actor to Actor）
の関係で行われると主張している。そして，価値を認識するのはアクターの一員でもある
受益者であるとして，価値共創を企業と顧客の活動に限定することを避けている。また，












                                                     
48 Grönroos and Voima (2013)は例外として Payne, Storbacka and Frow.（2008）及び Storbacka et al.
（2012）を示している。 































































































下の 4 つである。 
①  営業担当者が顧客と相互作用をすることで信頼関係を構築し，価値共創へと結びつけ
ることが可能となる具体的なプロセスはどのようなものか。 
②  企業の営業外の主体は価値共創に対してどのような役割をもつのか。 
③  顧客の消費世界に対して，営業担当者はどのように直接的な相互作用関係を構築して
                                                     




















































































で採用する。Glaser and Strauss（1967）が確立した GTA は，理論の構築を目指す探索型
















第4章  予備的考察 








業とは異なる，B to B の法人営業を行う生産財企業Ａ社の営業担当者を予備的調査の対象
として選定した。 
 





















第 2 項 生産財企業Ａ社の営業の相互作用 







































第 3 項 予備的調査からの発見事項 
























































第 2 節 住宅業界の営業 











































表 4-1 住宅に求められる価値 





便利  使い勝手の良さ，面倒のなさ，手軽，簡単，省手間  
安全  外部から，および内部での生命・身体・資産の安全  
安心  心配がない，失敗がない，おまかせ，やすらぎ  
健康  心身の健康（元気，生き生き，若々しさ，快調）  
質  一流，水準の高さ，本質，ホンモノ，高級，純粋  
長持ち  耐久性，不具合が起きない，アキこない  
エコロジー  自然にやさしい，環境にやさしい，省資源・エネル
ギー  
コストパフォーマンス  支払代価に対する価値の大きさ  
価格の安さ  絶対額の安さ  
個人的価値  愛情・信頼  やさしさ，おもいやり，ふれあい，親しみ，共感  
豊かさ  モノ，心の充足，ゆとり，豊富  
楽しさ・面白さ  遊び（心），自由，創造，感動，夢，挑戦  
美しさ  外からの美しさ，内部の美しさ，きれい  




























図 4-1 注文住宅の購入プロセス 
 































































































































出所：酒井（2018），179 頁。  


























第 4 節 事例対象企業の概観 





                                                     











表 4-2 積水ハウス株式会社の会社概要 
本社 大阪市北区大淀中一丁目 1 番 88 号 梅田スカイビル タワーイースト 
設立年月日 1960 年 8 月 1 日 
資本金 2,025 億 9120 万円 
従業員数 
累積建築戸数 
24,775 名（連結），14,616 名（単体） 
242 万 5,372 戸 














Sekisui House Australia Holdings Pty Limited, Sekisui House Australia Pty Limited 
Sekisui House US Holdings, LLC, North America Sekisui House, LLC, SH Residential 






































                                                     
57 例えば鉄骨住宅の商品では，イズ・ステージ：3.3 ㎡当たり 80 万円から（ニュースリリース，2014
年 9 月 26 日），イズ・ロイエ：3.3 ㎡当たり 62 万円から（ニュースリリース，2014 年 9 月 26 日），イ
ズ・ロイエ ファミリースイート：3.3 ㎡当たり 69.5 万円から（ニュースリリース，2018 年 10 月 3
日），木造住宅の商品では，グラヴィス ステージ：3.3 ㎡当たり 100 万円から（ニュースリリース，































                                                     



















































































































第5章  事例研究 
















最終的に 13 名の営業担当者にインタビュー調査を実施した。 
 調査は 2019 年 3 月から 4 月にかけて，13 名の戸建住宅の営業担当者に対して半構造化
インタビューを実施した。営業担当者の抽出には積水ハウスの中国地方及び四国地方の営
業担当者を統括する中国・四国営業本部に協力を依頼し，入社してからの年次を問わず，






                                                     
60 分析者の視点を示すもの。 










表 5-1 インタビュー実施時期及び対象者 
営業成績  エリア  回答者  専任区分  役職  実施時期  入社年  性別  





























2019 年 3 月  
2019 年 3 月  
2019 年 4 月  
2019 年 4 月  
2019 年 4 月  
2019 年 4 月  
2019 年 4 月  
2009 年  
2013 年  
2005 年  
2001 年  
2005 年  
2003 年  

































2019 年 4 月  
2019 年 4 月  
2019 年 4 月  
2019 年 4 月  
2019 年 4 月  
2019 年 4 月  
2007 年  
1997 年  
2013 年  
1999 年  
2003 年  









 インタビューの内容としては，フレームワークを基に 4 つの場面に分類し，顧客とのや



































                                                     
62 展示場に新規で来場，紹介から展示場に来場，アンケートなどから電話・訪問で接触，飛込み訪
問，資料請求から電話・訪問で接触など。  






























































































































































































































































































































































 こ のよ うな 契約 後段階に おけ る営 業担 当者と顧 客と の相 互作 用プロ セス の関 連図 を

















































第 4 項 引渡し後段階の相互作用 






















                                                     

















































































































































 このように N 氏は他の営業担当者同様，顧客との信頼関係を構築して引渡し後も顧客と
良好な関係を築いているが，ダイアリーメソッドからは信頼関係の構築に至るまでの N 氏




















































































































































































































ものが表 5-2 である。 
 
表 5-2 積水ハウスの営業担当者のアプローチ 
段階  目的  具体的行為  対象  
初期  
顧客の興味を探る  顧客の観察  顧客  
警戒心を解く  共通点を見つける，世間話，自己開示  顧客  
















顧客の家づくりを円滑に進める  社内スタッフのマネジメント  社内  
信頼関係の維持・向上  打合せに同席  顧客  












信頼関係の強化  些細な不満や要望への対応  顧客  
出所：筆者作成 
 






















図 5-6 顧客接点を持つ積水ハウススタッフの営業体制 
 






































                                                     

























第 1 項 営業経験による違い 
営業成績は一般的に経験を蓄積するにつれてある程度向上してくることが予想され，先
行研究レビューにも触れた 10 年ルールの概念もある。そこで，インタビューの中で，A 群
の営業担当者に今現在の自分自身と，営業成績が芳しくなっかた時期の自分自身，あるい
は年次の浅い営業担当者との違いについても聴き取りを行った。営業成績に関する聴き取







































象者に関しては，B 群の営業担当者が A 群の営業担当者と比較して年次が浅いわけではな
く，上述の課題についても理解をしている。したがって，B 群の営業担当者に関していえ
ば，営業経験の不足が営業成績に直接的に影響を及ぼしているとは考えにくい。さらには， 
Ａ群の方が B 群よりも営業経験が浅い営業担当者も少なくなかった。A 群の営業担当者の
中には入社してから数年間，設計士や現場監督の業務に従事してきた営業担当者もいる。
営業経験は約 2 年間のみだがＡ群に振り分けられている営業担当者もいるのである。 
 
第 2 項 初期段階の 4Ｃアプローチ 
 積水ハウスの営業担当者と顧客との相互作用を，4Ｃアプローチの枠組みでＡ群，Ｂ群に
区別して考察する。まず初期段階の 4C アプローチ（表 5-3）であるが，前提として顧客は
警戒している状態である。 
 
































































 初期段階では，接点（Contact）以外には，A 群と B 群とで違いは見受けられなかった。








第 3 項 契約前段階の 4Ｃアプローチ 
 初期段階において，顧客が営業担当者や住宅会社に対して有益だと認識すれば，相互作
用は継続され契約行為も視野に入ってくる。この契約前段階の 4C アプローチを示したの
が表 5-4 である。 
 



























































































約後の仕様打合せの段階へと進む。契約後段階の 4C アプローチ（表 5-5）は，営業担当者
が顧客から非常に大きな信頼を得ていることが前提である。 
 












































































                                                     







第 5 項 引渡し後段階の 4Ｃアプローチ 
 ここまで，住宅の引渡しまでの 4C アプローチについて考察をしてきた。そこで行われ
てきた営業担当者と顧客との相互作用や，構築された信頼関係は引渡し後の相互作用や顧
客の価値に影響を及ぼす。それを踏まえて引渡し後の 4C アプローチ（表 5-6）について考
察する。 
 









かしながら，接点を積極的に創り出していたのは A 群の営業担当者であり，B 群の営業担
引渡し後
顧客の状態 良好な対等の関係性／営業担当者と顧客という関係


































































































































































図 5-7 価値共創視点の営業活動における信頼関係の影響 
 
第 8 節 発見事項のまとめ 
























































業担当者は戸建て住宅専任の営業担当者であるため，B to C の個人営業であるが，生産財

















































































表 5-7 生産財企業 A 社と積水ハウスの比較 
 生産財企業 A 社  積水ハウス  
対象顧客  法人  個人  
重要なもの  顧客からの信頼  顧客からの信頼  
提案  自社製品に固執  顧客の生活を優先  
社内の他のスタッフ  希薄  密接  
社外の業者  ネットワークが弱い  ネットワークが強力  
顧客との関係性  上下関係  友人のような対等な関係  














第6章  考察と結論 


























































第 3 項 注文住宅における価値創造の領域 




































































ることを意味していると捉えることができる。Grönroos and Voima の価値創造領域を基
に，注文住宅におけるジョイント領域の拡大と，プロバイダー領域を拡大した価値創造領




出所：Grönroos and Voima (2013)，14 頁を基に筆者一部修正。 
図 6-1 注文住宅における価値創造領域 
 
























































































図 6-2 消費世界における価値創造と価値共創の連鎖 
 






価値創造 価値共創 価値創造 価値創造 価値共創 価値創造
















第 5 項 住宅営業の特質 
 本研究では，事例対象として最終消費者を顧客とする積水ハウスの営業担当者を選定し
た。ここではその特質について検討しておきたい。 









































表 6-2 積水ハウスの注文住宅の特質と価値共創との関連 





注文住宅  消費世界の価値共創に向けた共同生産  
高価格  営業担当者への信頼  
耐久消費財  消費世界が長期的  
高い専門性  営業担当者への信頼  


















第 2 節 理論的フレームワークの評価と精緻化 




第 1 項 新たな課題に対する結論 
最初に，提示しているフレームワークから導出した課題①「営業担当者が顧客と相互作
用をすることで信頼関係を構築し，価値共創へと結びつけることが可能となる具体的なプ





































ろう。例えば，住宅購入時点で 20 代の夫婦 2 人の顧客が，子供部屋は広めに 1 部屋だけ



























第 2 項 精緻化されたフレームワーク 
これらの議論から，第 3 章で提示し，第 4 章で住宅会社を事例として精緻化したフレー














































































































ンパクトをもたらしのが，Vargo and Lusch の提唱した S-D ロジックであった。S-D ロジ
ックの枠組みでは，価値は顧客が認識するものであることが強調され，価値はモノやサー


















































第 1 項 理論的インプリケーション 
 本研究は，日本企業の営業について価値共創の視点から研究を行った。本研究の理論的
インプリケーションは以下の 2 点である。 


























第 2 項 実務的インプリケーション 
 本研究の実務的インプリケーションは，以下の 2 点である。 










 第 2 に，営業成績と価値共創の関連についてである。一般的には，営業経験を積むこと
で，営業スキルが習得され成績が上昇していくと考えられる。しかしながら，本研究の事
例対象企業においては，営業経験と営業成績との関連は薄いといえる。インタビュー調査
においても，成績が芳しくない営業担当者も 1 年目，2 年目の営業担当者が身に付けるこ
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